






れている（たとえば滝沢，2019；日経産業新聞，2019）。同資料では，日本国内で 1 年間（1～12 月）
に使われた広告費が，媒体別はもとより業種別にも整理されている。『2018 年日本の広告費』（電通，
2019）によれば，インターネット広告費は 2014 年から 2018 年にかけて 5 年連続で前年比 2 桁の伸長を
見せている。この伸長は，同資料の区分において当該期間中，最大の伸長である。日本の広告費の媒体
別構成について，電通メディアイノベーションラボの北原（2018）の言によると，「ここ数年，マスコ
ミ 4 媒体とプロモーションメディアの構成比が次第に低下する一方，14 年以来 2 桁成長を続けるイン

































り，調査が同じ年に重なるのは 10 年に 1 度である。ここでは 3 つの調査が同年に実施された年のうち，
直近の 2015 年における調査を引用しつつ比較する。表 2 は，『2015 年全国メディア接触・評価調査』
（日本新聞協会，2016：以下新聞協会調査），『平成 27 年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関す
る調査報告書』（総務省情報通信政策研究所，2016：以下総務省調査），『2015 年国民生活時間調査報告
書』（NHK 放送文化研究所，2016：以下 NHK 調査）の内容を元に，筆者が作成した。
（ 2 ） 　広告に関する調査やデータの所在については，日経広告研究所が『広告白書』で整理している。たとえば同
書 2018 年版では，第 6 章（pp. 156-160）に詳しく記載されている。
表 2　2015 年に実施された各調査の内訳
調査主体 日本新聞協会 総務省情報通信政策研究所 NHK 放送文化研究所
調査期間 11 月 18 日～12 月 13 日 11 月 14 日～11 月 20 日 10 月 13 日～26 日











計画標本 7,000 1,500 12,600
回収標本 3,845 1,500 7,882
回収率 55％ 100％ 63％
有効サンプルサイズ 3,845 3,000 ※ 11,056 ※
調査方法 配布回収法 配布回収法 配布回収法
日記式調査 ― ○ ○
※平日のメディア利用に関する有効サンプルサイズ。回収標本は 2 日分を記入するため，有効サンプルサイズが上回る。
表 1　各調査の概要




初回調査実施年 2001 年 2012 年 1960 年




を設計している。総務省調査と NHK 調査は日記式調査を含んでおり，1 人が数日分記入することから，
有効サンプルサイズが回収標本の数を超えている。なお，いずれのサンプルサイズも日本総人口（2015
年時点において約 1 億 2,000 万人）を母集団として推計するうえで，一般的に求められる統計学的基準
（95％信頼区間，信頼係数 99％）に照らして十分である。
　生活者のメディア利用の有無や 1 日の利用時間などを決定付ける要因に，年齢や性別といった人口統




































総務省調査（χ2 値＝0.89, 自由度＝5，p>0.1），NHK 調査（χ2 値＝203.15，自由度＝6，p<0.05）であ
り，国勢調査の結果から示される分布に沿っているといえるのは総務省調査である。また性別構成に注
目した場合の検定結果は，それぞれ新聞協会調査（χ2 値＝13.73， 自由度＝1， p<0.05），総務省調査（χ2














はこの 5 年間の相乗平均で 107.0％である。これに対し，同 5 年間のインターネット広告費の伸長率は
111.7％（6）である。
　同資料によると，2017 年時点におけるインターネット利用の行為者率（行為者数（7）／全体数）は，
（ 4 ） 　平均利用時間の母数は行為者ではなく全回答者である。すなわち，インターネットを全く利用しない人を母
数に含めて除した平均利用時間である点に注意する必要がある。
（ 5 ） 　通話機能を中心に，インターネット接続，音楽再生，動画再生，GPS，デジタルカメラによる静止画・動画
撮影，電子マネーなど，さまざまな機能を搭載する携帯電話の総称（ジャパンナレッジ，2012）。
（ 6 ） 　電通（2019）『2018 年日本の広告費』の値から算出した。
（ 7 ） 　以下，同資料の注記より抜粋。「日記式日別データ（平日分）を用いた。行為者数は日別の行為者数を指し，
たとえば 1 人の回答者が，パソコンで『メールを読む・書く』を調査対象の 2 日とも行った場合は 2，1 日の
み行った場合は 1，1 日も行わなかった場合は 0 で算出している。」
表 3　各調査のサンプルの年代・性別構成比
15～19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 計 男 女
国勢調査（日本の総人口） 6.0％ 12.5％ 15.6％ 18.4％ 15.4％ 18.1％ 14.0％ 100.0％ 49.6％ 50.4％
新聞協会調査 5.3％ 9.3％ 15.2％ 19.2％ 14.9％ 21.8％ 14.3％ 100.0％ 46.6％ 53.4％
13～19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 計 男 女
国勢調査（日本の総人口） 9.4％ 14.1％ 17.7％ 20.8％ 17.5％ 20.5％ 100.0％ 50.3％ 49.7％
総務省調査 9.3％ 14.6％ 18.3％ 20.7％ 17.1％ 20.0％ 100.0％ 50.4％ 49.6％
10～19 歳 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 歳以上 計 男 女
国勢調査（日本の総人口） 10.0％ 10.8％ 13.5％ 15.9％ 13.4％ 15.7％ 20.6％ 100.0％ 48.4％ 51.6％
NHK 調査 11.2％ 7.8％ 12.0％ 16.6％ 13.8％ 19.1％ 19.5％ 100.0％ 47.8％ 52.2％
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①機器を問わない，②スマートフォン，③フィーチャーフォン，④ PC の区分でそれぞれ① 78.0％，②
65.2％， ③ 4.0％， ④ 25.3％である。なお，表では調査対象者 1 人あたりの平均利用時間（総利用時間／
全体数）を示したが，これを利用者 1 人あたりの平均利用時間（総利用時間／利用者数）に置き換える
と，それぞれ① 128.7 分，② 96.6 分，③ 38.1 分，④ 132.1 分である。
　このほか，機器別のインターネット利用時間は『広告白書 2018 年度版』（日経広告研究所，2018）の
資料編 13（pp. 202-203），および 14（p. 204）にも収録されている（8）。これによると，2017 年 3 月のス
マートフォンの「Web+App」の 1 日あたりの訪問時間は 163.3 分，「家庭のパソコンからのアクセス」











　続いて，平成 24 年から平成 29 年までの『情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査』に
基づき，インターネットを何に用いるか（ネット行為）に注目し，代表的なネット行為別の行為者率の
推移を整理した（表 5）。機器を問わない場合，平日に何らかの使途でインターネットを使う人の割合
は 2017 年時点で 78.0％であることはすでに述べた。行為別に見ると，メールの利用率が縮減する傾向
であるのに対し，ソーシャルメディア，ネット動画，オンラインゲームの利用者率は右肩上がりで，そ
（ 8 ） 　調査そのものはニールセンデータによる。
（ 9 ） 　同資料の値は月の平均訪問時間であるため，単純にひと月を 31 日とし，1 日あたりの利用時間を推計した。
表 4　平日 1 日あたりのインターネットの平均利用時間
『情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査』（ 総務省情報通信政策研究所） 平成 24-29 年版を参考に筆者作成
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インターネット利用の現状とネイティブ広告の認識に関する考察




















































（12） 　各種関連団体から適正な運用のためのガイドライン（IAB, 2013; IBA, 2016; JIAA, 2016b）が示されたり，
勉強会やセミナーが催されたり（たとえば http://www.jiaa.org/native_ad/index.html を参照）しており，社
会的に関心が寄せられていないわけではない。また Pelsmacker（2016）中の‘Part 3 Hidden but Paid for: 
Branded Content （pp. 265-386）’では， 倫理的に疑義がある広告に関して，広告効果の観点と消費者保護の観
点から実証的に取り組まれた研究が収録されている。
（13） 　1862 年まで New York Tribune の編集局長を務め，その後 The Sun の編集者，共同所有者となった人物で
ある。
（14） 　“Never print a paid advertisement as news matter. Let every advertisement appear as an advertisement; no 




























マットや形式と一体化（“is designed to fit with the format and style of the surrounding editorial con-
tent”. IAB Europe, 2016, p. 3）」，「編集コンテンツとして出ていてもおかしくない（“enough to be pro-
posed as editorial content”. Mattelo and Zotto, 2015, p. 176）」，「自然な形式と自然な機能に準拠（“fol-















































































Google AdSense （2017） 広告会社
















































































費は，SNS 上のものが 1,317 億円（前年比 48.0％増），ニュースやポータルサイト（アプリを含む）上
のものが 499 億円（前年比 10.6％増）であった。また国内大手 DSP である Logicad（20）では，（レコメン

























ている。2008 年に推計された広告費を 100 とした場合，2018 年の広告費はそれぞれ新聞が 57.8（4,784
億円），雑誌が 45.1（1,841 億円）であり（電通 2019），広告費の縮小とあわせてそれぞれの発行部数や
創刊数も減っている（日本新聞協会 2019；全国出版協会，2018）。新聞社や出版社は電子版（22）や定額読
み放題サービスを導入しているが，いずれも利用は振るっていないようである。ビデオリサーチの調査
























（22） 　5 大新聞社が近年取り組んでいる電子サービスは，博報堂 DY メディアパートナーズ（2018）「各紙のデジ
タルへの取り組み」（p. 141）に詳しい。
（23） 　“Owned media refers to media activity that a company （or its agents） generates in channels it controls.” 
（Stephen and Galak, p. 625）．
（24） 　消費者とブランドや企業のすべての接点をメッセージ伝達のチャネルと捉え，ターゲットの購買行動に直接
影響を与えることを目的とする。消費者から出発し，あらゆる手法を駆使して，説得力のあるコミュニケー



































（26） 　タイアップ広告効果測定調査。調査方法：インターネット調査，調査期間：2015 年 3 月 27 日～4 月 14 日，
調査主体：日本経済新聞社，調査実施機関：日経リサーチ，回収数：1,978 サンプル（うち，両方閲覧：419，
新聞のみ閲覧：232，サイトのみ閲覧：94，いずれも閲覧なし：890）。
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 With the increasing popularity of online advertising during the past few years, this study examined 
three recently published reports on the internet usage in Japan. Results show that the data used in those 
reports were not necessarily a representative sample.  Two out of three reports didn’t extract their sam-
ples based on the census data.  This study also revealed that the definition of native advertising differed 
considerably by marketers and researchers.  Note that native advertising is a type of advertisement that 
match the form and function of the media format which it appears.  Among various definitions, com-
mon phrases were “follow and fit with the design and form of the content” and “natural”.  In addition, 
traditional print media, such as newspapers and magazines, were contributing to the popularity of native 
advertising by transplanting conventional advertorial to their owned media.  These findings will sub-
stantially undermine the purpose of research and their potential contributions to understand the effects 
of native advertising.  Therefore, few guidelines are provided to promote informative research in the 
future.
Keywords:  media usage, native advertising, advertorial, digital shift
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